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ＮＰＯ
法人

　事務局長及び各国外務大臣殿。
　私たちは、ＰＣＤＳ（太平洋軍備撤廃運
動）を代表してお手紙を差し上げていま
す。ＰＣＤＳは、過去１８年間にわたり、アジ
ア太平洋地域の平和のために活動して
きた調査、情報、相互支援のネットワーク
です。この手紙は、ＡＳＥＡＮ事務局長、
及び６月１８日にカンボジア王国で開催さ
れる第１０回ＡＲＦに出席する予定のすべ
ての国と国家グループの外務大臣に宛
てました。

　ＰＣＤＳはＡＲＦの活動に強い関心を持
ち続けています。ＡＲＦは、大きな変化を
遂げつつあるこの地域の安全保障問題
に関する唯一の高レベルの政治的協議
体であるからです。最近のさまざまな事
件を考えるとき、ＡＲＦ過程はとりわけ重
要になっています。世界中で国家間や
国内の深刻な抗争や武力紛争が起き、

強国の軍事力による「解決」への依存が
増している時にあって、ＡＲＦは非軍事的

な安全保障の組織を象徴しています。
その意味において、第１０回ＡＲＦはこの
歴史的な好機を捕らえ、その有効性を十
分に強化し、世界に対して非暴力的な
国際関係のモデルの役割を果たすべき
であると、私たちは信じます。世界は、人
間の安全保障を－－妨げるのではなく－－
築くための積極的な方法を心から必要と

ＡＳＥＡＮ地域フォーラム（ＡＲＦ）への手紙

　以下の手紙は、６月１８日にカンボジアで開催される第１０回ＡＲＦに参加する各国外務大臣とＡＳＥＡＮ（ア
セアン、東南アジア諸国連合）事務総長に対して、太平洋軍備撤廃運動（ＰＣＤＳ）が提出した要望書（２０
０３年５月１５日付）の日本語訳である。毎年、いくつかの重要項目にわたって要望が行われているが、今年
は朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）の核兵器開発問題に端を発する東北アジアの平和問題に的を
絞った要望書となっている。ＡＳＥＡＮは、３月１９日に非公式外相会議で朝鮮問題で特別声明（資料１）を出
し、この問題へのＡＲＦやＡＳＥＡＮ自身の役割について積極的な姿勢を示していた。

北朝鮮問題に絞って要望

ＡＳＥＡＮ事務総長オン・ケンヨン殿
ＡＲＦ参加国外務大臣殿

第１０回ＡＲＦについて

ＡＲＦ参加国とその他の地域国際組織

ＡＳＥＡＮ地域フォーラム（ＡＲＦ）
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しているのですから。このようなリーダー
シップは、近年のＡＳＥＡＮ自身の考察に
おいて強調されている「ＡＳＥＡＮのイ
メージの強化」に、大いに役立つことで
しょう。

　私たちのこれまでの手紙からお分かり
頂けるように、ＰＣＤＳはコミュニティ・レベ
ルの活動に深く関与している幅広い地
域的平和ネットワークの観点から、ＡＲＦ
の発展をつぶさにフォローして参りまし
た。２００２年のＡＲＦに関する私たちのレ
ポート「『テロとの戦争』が２００２ＡＲＦを支
配」（２００３年５月）を同封します。

　これまで毎年のＡＲＦに対して、ＰＣＤＳ
は多くの項目の勧告リストをお送りしてき
ました。今年は、私たちはアジア太平洋
の安定にとって死活的に重要であり、か
つＡＲＦが重要な影響力を発揮しうる一
つの重要な問題－－つまり朝鮮半島問
題に集中したいと考えています。具体的
には、次の通りです。

　私たちは、ＡＲＦが、東北アジア諸国
間、及び彼らと中国、ロシア、米国などの
関係国との間の建設的な対話を発展さ
せる仲介役を果たすように、来るべきＡＲ
Ｆを最大限に活用するよう、ＡＳＥＡＮの指
導者たちに要求します。ＡＲＦはアジア太
平洋地域の安保問題を専門に扱う唯一
の多国間フォーラムであり、すべての当
事国が参加しているからです。

　北朝鮮の秘密核兵器開発計画に関
する米国の報告、その後の北朝鮮のＮＰ
Ｔ脱退宣言など、２００２年の１０月以来、こ
の地域の安全保障上の風景を一変させ
るような、さまざまな出来事が起こりまし
た。北朝鮮の行動は極めて問題でありま
すが、一方で米国の北朝鮮に対する敵
視政策の継続は、不安定な現状をより悪
化させています。

　歴史的に見ると、ＡＲＦは朝鮮半島の
状況を毎年の協議や、協議と協議の間
の中間作業の適切な対象事項として
扱って参りました。それは、ＡＲＦが朝鮮
半島問題の解決がなければ地域全体に
深刻な結果をもたらす可能性があると認
識してきたからです。皆さんに、ＡＲＦのこ
の問題に関するとり組みの実績を思い
出していただくために、「ファクトシート：
朝鮮半島問題に関するＡＲＦ議長声明

の抜粋－－１９９４～２００２」を同封いたしま
した。

　過去５か月の間、ＡＳＥＡＮ事務総長、
ＡＲＦ議長、（ＡＳＥＡＮ諸国や協議対象国の
両方の）さまざまなＡＲＦ参加国、及びそ
の他の人たちによる「この問題の主要対
立国である米国と北朝鮮（両国ともＡＲＦ
参加国です）の間の和解に向けて努力す
る場としてＡＲＦを活用する」ことを求め
る発言に接して、私たちは勇気づけられ
てきました。危機が悪化してもう一つのイ
ラクになることを阻止する関係国間の話
し合いが実現するように、ＡＲＦを活用す
べきだとする提言がありました。また、ＡＲ
Ｆが地域の安全保障にとって重要な機
関であるとしてその役割を証明するた
めには、朝鮮半島問題にしっかりと取り
組む必要がある、との主張もありました。
直接の仲裁ではなく、対立国が面子を失
わないで会うことの出来る貴重な機会を
ＡＲＦが別に創出するという提言もありま
した。たとえば、２００２年ＡＲＦにおいて、コ
リン・パウエル米国務長官と白南淳（パ
ク・ナムスン）北朝鮮外相の間で持たれた
短いコーヒー・タイムが、２００１年１月の
ブッシュ政権の登場と、つづく「悪の枢
軸」発言以来初めての米朝高レベル会
談の場を提供しました。

　私たちは、２００３年３月１９日に出された
「朝鮮半島情勢に関するＡＳＥＡＮ常任
委員会委員長の声明」（資料１に全訳）を

嬉しく思いました。それは次にように述べ
ています。ＡＳＥＡＮ諸国の外相は「朝鮮
半島において進展しつつある、アジア太
平洋全域の平和と安全と安定に対して
深刻な脅威となりうる情勢に関して、引き
続き懸念を表明した…外相たちは、ＡＳＥ
ＡＮ常任委員会委員長兼ＡＲＦ議長が、
関係当事国間の対話に関与する一致し
た努力をするよう要請した。外相たちは、
ＡＲＦが朝鮮半島のような政治・安全保
障に関する建設的な対話と協議を行う
ための重要なフォーラムであり続けると
確信した。外相たちは、朝鮮半島の統
一、ひいては地域の平和と安定をもたら
す重要な段階として、非核化された朝鮮
半島の重要性と必要性を再確認した。」

　ＡＲＦのもう一つの参加国である中国
の努力によって、４月中旬までに、米朝両
国は４月２３－２５日に北京で予備的な会
談をするという妥協に合意しました。初
期の報道では会談は困難なものであっ
たが、米朝両国は再会談の余地を残し
たということです。米朝間の行き詰まりの
打開は、永い骨の折れる過程となるで
しょう。しかし、今年のＡＲＦはこの過程に
勢いを吹き込む重要な機会であり、私た
ちは、皆さんがそのために可能な最善を
尽くすよう要請します。

　この点に関して、私たちは、皆さんに
訴え続けてきた東北アジア非核地帯設

　カランブネイ（マレーシア）におけるＡＳＥ
ＡＮ非公式外相会議での緊密な協議の
後、ハオ・ナムホン・カンボジア上級大臣
兼外務国際協力大臣兼ＡＳＥＡＮ常任委
員会委員長は、以下の通りの声明を出し
た。

　ＡＳＥＡＮ諸国の外相は、朝鮮半島の現
下の情勢につき、建設的な意見交換を
行った。

　ＡＳＥＡＮ諸国の外相は、朝鮮半島にお
いて進展しつつある、アジア太平洋全域
の平和と安全と安定に対して深刻な脅威
となりうる情勢に関して、引き続き懸念を表
明した。

　外相たちは、ＡＳＥＡＮがＡＳＥＡＮ地域
フォーラム（ＡＲＦ）における主要な原動力

於：カランブネイ、サバ州、マレーシア　２００３年３月１９日

であることを認めつつ、朝鮮半島における
永続的かつ恒久的な解決策を見いだす
目的のために、関係当事国との対話を促
進するＡＳＥＡＮ常任委員会委員長兼ＡＲ
Ｆ議長の最近数ヶ月の努力を賞賛した。

　外相たちは、ＡＳＥＡＮ常任委員会委員
長兼ＡＲＦ議長が、関係当事国間の対話
に関与する一致した努力をするよう要請し
た。外相たちは、ＡＲＦが朝鮮半島のような
政治・安全保障問題に関する建設的な対
話と協議を行うための重要なフォーラムで
あり続けると確信した。

　外相たちは、朝鮮半島の統一、ひいて
は地域の平和と安定をもたらす重要な段
階として、非核化された朝鮮半島の重要
性と必要性を再確認した。（訳：東山道）

ＡＳＥＡＮ非公式外相会議における朝鮮半島情勢
に関するＡＳＥＡＮ常任委員会委員長の声明

資料１

３ページ下へつづく
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立の提案を想起して頂きたいと思いま
す。私たちはこの提案こそ、問題の真の
解決に導くものであると信じるからであり
ます。私たちの提案は地域の関係国が
宣言している公的な政策に基礎を置い
た現実的なものです。参考までに、本書
簡の署名者の一人がこのテーマに関し
て行った最近の意見発表のコピーを同

封致しました。この意見発表は、ジュネー
ブで開催されたＮＰＴ再検討準備委員
会の正式セッションにおいて、４月３０日に
条約加盟国代表に対して行われたもの
です。

　私たちの要望に対して、皆さまが関心
をそして下さることを期待しています。第

   不拡散派 vs 廃絶派

　核不拡散条約（ＮＰＴ）には二つの柱が
ある。核兵器の水平拡散を防止すること
と、核兵器の廃絶を達成することである。
（「平和利用」の協力を含めて三つの柱とす
る議論があるが、ここでは条約の前提となっ

ているこの問題を一応脇に置いておく。）米
国は、前者の関心からＮＰＴ体制の強化
を訴える。新アジェンダ連合（ＮＡＣ）や非
同盟運動（ＮＡＭ）は、後者こそ前者も含
めて実現できる道だとして、核兵器廃絶
の早期達成を訴える。不拡散派と廃絶
派の対立は、ＮＰＴにおける伝統的な構
図である。日本は口で後者を言いなが
ら、前者を主眼に考えている国だと見な
されている。
　４月２８日～５月９日にジュネーブの国
連欧州本部で開催された２００５年再検討
会議に向けた第２回準備委員会は、不
拡散と廃絶の主張の溝が、いっそう拡大
していることを感じさせた。それは、ＮＡＣ
にとって、厳しい局面であることを意味
する。１９９８年のＮＡＣの誕生は、冷戦時
代に固定化したこの対立に、新しい第三
の道を切り開く期待を生み出したからで
ある。ＮＧＯも、核兵器廃絶への固い決意
と柔軟な方法論の模索というＮＡＣの姿
勢に期待した。その意味では、米国の強
硬政治の登場を、ＮＡＣがどのように克服
するか、そのためにもＮＧＯは国際世論
の再活性化をどのように実現するかが、
私たちがジュネーブ会議を考察するとき
の視点でなければならないであろう。

   モスクワ条約を巡って

米国
　米国は、開き直ったように次のように主
張する。まず、ＮＰＴは核軍縮ばかりが先
行して核不拡散が野放しになっている
と、私たちと逆の認識を突きつけた。

　「ＮＰＴ条約は三本の柱を持っている。
不拡散、軍縮、平和利用における協力で
ある。しかし事実は、今日、条約は危険な
アンバランスに陥っている。軍縮は続いて
おり、事実モスクワ条約の署名によってさ
らに相当な前進を遂げた。…モスクワ条
約の下に、我 は々２０１２年までに戦略兵器
の数をさらに３分の２減らし、１７００-２２００に
削減するだろう。…
　このペースが十分かどうか議論の余地
があるかも知れない。－－しかし、第６条の
目標に向かって着実に削減されていない
という議論は、信頼できない。
　にもかかわらず、核拡散の道のりはらせ
ん状に上昇している」（ジョン・Ｓ・ウォルフ
国務次官補。０３．４．２８）

日本
　モスクワ条約を前面に押し出して核
軍縮の実績を評価する主張は、私たち
が日本の外務省と交渉したときの日本
政府の説明とそっくりである。日本政府
は今回の準備委員会でもモスクワ条約
を高く評価する姿勢を示した。最初、条
約の形をとらない相互の一方的削減と
なる可能性があったことを踏まえて、法
的拘束力を持つものとなったことを歓迎
しながら次のように述べた。

　「ロシア・米国戦略攻撃力削減条約（モ
スクワ条約）の署名は、両国の核軍縮・不
拡散努力を示すものである。日本は米国
の条約批准と、ロシアの批准への継続し
た努力を歓迎する。」（猪口邦子軍縮大

使。０３．４．２９。同じ趣旨は、日本の作業文
書により具体的に書かれている。５ページ
資料２の第１６節参照）

ＮＡＣ
　しかし、ＮＡＣはモスクワ条約を歓迎し
つつも、その問題点を強調する。本誌前
号３ページに訳出したＮＡＣ声明からそ
の部分を引用する。

　「私たちは、この条約を、米国とロシアの
新しい関係を定義する上で肯定的な一
歩であると認識しています。しかし、両国
の核兵器数が、なおそれぞれ数千にのぼ
る以上、私たちは、冷戦の遺物は本当に
過去のものとなったのかと疑問を持たざ
るをえません。さらに、同条約の核軍縮へ
の貢献も疑わざるを得ません。同条約は、
検証規定を持たず、また、作戦配備され
ていない弾頭数を無視しています。作戦
配備された戦略核弾頭の削減は、核兵器
の不可逆的な削減や完全廃棄への代用
とはなり得ません。私たちは、モスクワ条
約を、核軍縮に向けた不可逆的で検証可
能な条約とするよう、米国とロシアに要求
します。」（マリアン・ホッブス・ニュージーラ
ンド軍縮大臣、ＮＡＣを代表して。０３．４．２８）

　本誌でも、モスクワ条約による削減は、
ほとんどの弾頭を「迅速対応戦力」など
に置き直され予備貯蔵され、不可逆的な
削減に該当しないことを、説明してきた。
　日本政府の立場とＮＡＣの立場と、ど
ちらが日本世論に近いであろうか。私に
はその答えは明らかであると思われる。

   新型核兵器

　米国が核兵器削減を実行していると
強調することに同意するか否かを問わ
ず、米国の新型核兵器の開発や核実験
再開の動きについて意見表明すること
を避けることは許されない。

米国
　米国自身、次のような文書を提出し

米米米米米     ｖｖｖｖｖｓｓｓｓｓ     ＮＮＮＮＮＡＡＡＡＡＣＣＣＣＣ     ｖｖｖｖｖｓｓｓｓｓ     日日日日日
解説：ＮＰＴ再検討準備委員会

１０回ＡＲＦが生産的で重要なものになる
ことを祈念いたします。

２００３年５月１５日
　梅林宏道

ＰＣＤＳ国際コーディネーター

　パティ・ウィリス
ＰＣＤＳ資料コーディネーター

（訳：ピースデポ）●Ｍ
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ＮＰＴ／ＣＯＮＦ．２００５／ＰＣ．ＩＩ／ＷＰ．１５
２００５年ＮＰＴ再検討会議準備委員会資料２

第２回　２００３年４月２８日－５月９日、ジュネーブ
２００３年５月６日

日本提出作業文書（抜粋）

た。先ず第一に、「核態勢見直し（ＮＰＲ）」
に言及しながら、新型核兵器について
次のように述べる。

　「国防省は、新しい核兵器についてい
かなる要求も特定していない。…確かに、
核兵器の近代化の可能性についてコスト
や実現性の調査をしている。しかし、この
ような調査は、新しい弾頭の開発にとり組
むという決定を意味するものでは決してな
い。」（『ＮＰＴ第６条に関する米国の情報文
書』。０３．５．１）

　しかし、これは、私たちの知りたい「米
国の意図」を語らずに、用心深い言葉遣
いで「現状」を語る「騙しの手法」である。
米国がミニ・ニューク開発を進めようとし
ている動向を本誌でたびたび掲載して
きたが、この記述によれば、議会がやっ
ていることに過ぎないと、言わんばかりで
ある。しかし、実際には、政府はミニ
ニューク開発を強く要求している。最近

も、ホワイト・ハウスは米下院がミニ
ニュークの研究に限定して許可し、開発
の禁止を継続したことに対して、次のよう
に言っている。

　「政府は、第３１１１節で低威力核兵器の
研究を議会が支持したことに感謝する。
しかし、開発の禁止を継続することは、２１
世紀の国家安全保障への脅威を抑止す
る技術的な選択肢を探求しようとする科
学者や技術者の能力を阻害する。（研究・
開発を禁止した）１９９４年国防認可法第３
１３６節の完全な撤回が必要だ。」（大統領
事務所『政府政策の声明』。０３．５．２２）

ＮＡＣ
　米国が、暴露されたＮＰＲの内容に
ノーコメントであるという事情によって、
外交の場での挑戦は容易ではない。し
かし、ＮＡＣは昨年から、この問題に敏感
かつ的確に反応している。前号に掲載し
たＮＡＣ声明は次のように指摘している。

　「…安全保障政策や防衛ドクトリンが、
これまでと変わらず核兵器の保有をベー
スにしたものであるという事実は、まさに、
通常戦争における対抗措置として、新し
い設計や新世代型の核兵器の可能性を
必然的に生みだし、世界の安全保障とＮ
ＰＴ体制をいっそう不安定化させていま
す。」（マリアン・ホッブス・ニュージーラン
ド軍縮大臣、ＮＡＣを代表して。０３．４．２８）

日本
　日本は、米国の危険な動向に対する
懸念について、昨年よりも少し踏み込ん
だ。私たちの度重なる批判を含め、対応
せざるを得なかったのだろうが、この前
進が本物になるよう期待したい。新型核
兵器というような具体的な指摘をしない
臆病さを克服することが、今後の課題と
なる。日本の作業文書は次のように述べ
ている。

Ⅰ概観
１．（ＮＰＴの重要性）
２．（２００５年に向けた再検討プロセス）
３．（日本の非核三原則）
４．（日本とＩＡＥＡ保障措置協定）

Ⅱ核軍縮
５．ＮＰＴは、核不拡散と核軍縮の両方を追求
している。大多数の国々が核兵器の保有
を放棄しているという事実は、核不拡散
体制を強化しようとする国際的な努力に
とって画期的なことである。核兵器国は、
この達成を真摯に受け止めるべきであ
る。これに関連して想起すべきなのは、１９
９５年のＮＰＴ無期限延長決定が、核軍縮
の促進を含んだ「原則と目標」決定の合
意と一緒になったパッケージの不可分の
一部であるとういうことである。非核兵器
国の側におけるそのような断固たる決意
に対応して、核兵器国もまた、核軍縮に向
けた明確な前進を示さなければならない。

６．可能な早期において、国際社会は、核兵
器のない平和で安全な世界を実現しな
ければならない。核兵器国が、核軍縮諸
措置を強化、継続していくことが肝要であ
る。核兵器が使用される可能性が拡大し
つつあることに対する懸念が、近年ますま
す頻繁に表明されるようになった。日本

は、唯一の被爆国として、核の惨禍が再
び繰り返されることのないよう、強く要請し
てきた。核使用のしきいは可能な限り高く
保たれなくてはならない。こういった傾向
の中で、日本は、国際社会が、恐ろしい、
長期にわたる核兵器使用の結果につい
てよく知り、記憶に留めておくべきであると
考える。

７．締約国、とりわけ核兵器国が、２０００年再検
討会議で合意された核軍縮諸措置の履
行の前進に誠実に努力することが必要で
ある。２０００年来の国連総会において、日
本は「核兵器完全廃棄への道程」と題す
る決議を提出してきた。この決議は、２０００
年再検討会議での合意に基づいて、核
兵器完全廃棄を達成するためにとられる
べき具体的諸措置を明示したものであ
る。同決議はまた、核軍縮と核不拡散の
現状を反映したものであり、核軍縮の前
進を国際社会に強く訴えたものであった。

Ａ．包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）
８．包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）は、核兵
器の広がりや核兵器の質的改良を制限
しており、核軍縮と核不拡散の促進の歴
史的な標石である。ＣＴＢＴは、国際原子
力機関（ＩＡＥＡ）の保障措置と共に、ＮＰＴ
体制の主要な柱の一つとしての重要な

役割をもっており、核兵器のない世界の
実現に向けた実際的かつ具体的な措置
である。にもかかわらず、１９９６年の採択以
来、６年以上を経過して、ＣＴＢＴはいまだ
に発行していない。このように前進がない
ことは、核軍縮と核不拡散の将来の確実
性を弱めており、ＮＰＴ体制が否定的な影
響を受けることが懸念されている。

９．２００１年の第２回ＣＴＢＴ発効促進会議の最
終宣言に応えて、ＣＴＢＴにいまだ署名な
いし批准していない国 、々とりわけ批准が
条約の早期発効に必要とされている国々
は、可能なもっとも早い時期に署名ないし
批准することが強く求められている。同時
に、ＣＴＢＴＯで、国際監視制度（ＩＭＳ）など
核実験禁止体制を確立するための努力
が継続されることが重要である。また、こ
のような体制の確立のために必要な予算
が確保されることが重要である。

１０．日本は、ＣＴＢＴの早期発効が非常に重
要であると考えており、その目的のため
に積極的にとり組んできた。国際監視制
度（ＩＭＳ）構築のための努力の一環とし
て、昨年、日本は国内の監視施設の建設
に着手し、日本のＣＴＢＴ運用システムを
設立した。

１１．２００２年１１月１４日、川口順子外務大臣は、
オーストラリア、オランダの外相と共に、Ｃ
ＴＢＴフレンズ外相会合を開催した。ＣＴＢ
Ｔ批准国の外相がニューヨークに集まり、
外相共同声明を発表した。この声明は、
可能な限り早期のＣＴＢＴの署名・批准を
求めたものであった。今日まで、５０カ国以
上の国々の外相がこの共同声明に加
わっている。日本は、２００３年９月に予定さ
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　「核兵器国が核軍縮諸措置を強化、継
続していくことが肝要である。核兵器が使
用される可能性が拡大しつつあることに
対する懸念が、近年ますます頻繁に表明
されるようになった。日本は、唯一の被爆
国として、核の惨禍が再び繰り返されるこ
とのないよう、強く要請してきた。核使用の
しきいは可能な限り高く保たれなくてはな
らない。こういった傾向の中で、日本は、
国際社会が、恐ろしい、長期にわたる核
兵器使用の結果についてよく知り、記憶に
留めておくべきであると考える。」（『日本提
出作業文書』（４ページ６節参照）。０３．５．６）

   核実験

　米国政府（エネルギー省）が、核実験再
開に要する準備期間を短縮する努力を
継続していることは、本誌でも取りあげて
きた周知の事実である。

米国
　この動きへの危機感に対して、米国は
今回正面切った釈明をした。ジュネーブ
会議の一つの成果であったと言うべきで
あろう。回答の内容は到底懸念を払拭
するものではなく、「準備はしても核実験
はしない」というもので、小泉流の「備え
あれば憂い無し」という議論である。しか
し、当面の危機感を和らげたことは確か
である。

　「米国は、ＣＴＢＴの批准を追求するつも
りはないが、現在の核実験のモラトリアム
の継続を支持する。…
　万一必要なとき核実験を再開するのに
必要な時間を短縮する提案が存在する
ことは確かである。しかし、だからといって
核実験の可能性があることを意味しな
い。また、新型核兵器開発に関係してもい
ない。そのためなら、現在の実験準備態
勢で十分である。予見できる未来におい
て、備蓄兵器管理計画が、我々の備蓄核

兵器の安全性と信頼性を保証できる、し
たがって核実験は必要ないだろうと、我々
は信じている。
　…研究や不測事態計画が行われると
いう公表された報告は、決して政策の変
更を意味するものではない。とりわけ、核
政策は米国政府では常に最高レベルで
決定されるものである。」（『ＮＰＴ第６条に
関する米国の情報文書』。０３．５．１）

　備蓄核兵器の安全性と信頼性に関す
る評価は、ＮＰＲの機密記述と矛盾して
いる。しかし、公開文書での上の記述は
当面の歯止めとなる。

日本
　日本政府は、ＣＴＢＴ早期発効の強い
要求を継続している。米国の姿勢に抗し
ての主張は当然とはいえ、評価してよい
であろう。しかし、米国の実験再開準備
に関しては一言も言わない。上記のよう
な米国の弁明について、「ではなぜＣＴＢ

れている第３回ＣＴＢＴ発効促進会議を視
野に、さらに多くの国々がＣＴＢＴに署名・
批准することを強く希望する。

１２．日本は、ＣＴＢＴが発効するまでの間、核
爆発実験のモラトリアムを継続するという
政治的意思をすべての国々が継続すべ
きであると考える。また、国連安保理が、
決議１１７２（１９９８年）の第３節において、そ
の２カ国のみならず、すべての国に対し
て、ＣＴＢＴの条項に従って、いかなる核
兵器の爆発実験も他のいかなる核爆発
も行わないよう要求するとしたことが想起
されなければならない。

Ｂ．核分裂性物質カットオフ条約（ＦＭＣＴ）
１３．２０００年ＮＰＴ再検討会議の結論にもかか
わらず、軍縮会議（ＣＤ）が核分裂性物質
カットオフ条約（ＦＭＣＴ）の交渉をいまだ
開始していないことはきわめて遺憾であ
る。ＦＭＣＴ交渉は、遅滞なく開始されなけ
ればならない。核兵器国を含むすべての
国々が、ＦＭＣＴが発効するまでの間、核
兵器用の核分裂物質の生産モラトリアム
を継続する政治的意志を維持しなけれ
ばならない。（略）

１４．ＣＤの作業計画における合意達成、およ
びＦＭＣＴ交渉の早期開始を最優先事項
と考える日本は、現在のＣＤの行き詰まり
を打開するために最大限の努力を払っ
ている。猪口邦子軍縮大使もまた、ＣＤで
のスピーチの中で、ＦＭＣＴ交渉の早期
開始の重要性を繰り返した。ＦＭＣＴ交渉
の早期開始の促進に向けた努力の一環
として、２００３年３月、日本はジュネーブで
「多国間における軍備管理条約の検証
促進」と題するワークショップを開催した。

Ｃ．米国とロシアによる核兵器の削減
１５．日本は、核兵器国によって達成された核
兵器削減における進展を歓迎する。これ
らの進展には、ＳＴＡＲＴＩに従った戦略的
攻撃兵器削減の完全履行、一方的削減
諸措置、そして、さらなる核軍縮に向け
た一歩となる、戦略的攻撃力削減に関
するアメリカ合衆国とロシア連邦の間の
条約への署名などが含まれる。

１６．日本は、米国とロシアが署名した戦略的
攻撃力削減に関する条約を、米ロがす
でにそれぞれ宣言していた戦略的核兵
器の削減を、法的拘束力をもった形で保
証するものとして高く評価する。そして、
ロシアによる批准が米に続いて遅滞なく
行われ、条約がすみやかに発効すること
を希望する。日本は、他の核兵器国が、
米ロが約束した削減の履行を待つこと
なく、一方的または交渉によって、それぞ
れの保有核のいっそうの削減を約束す
ることを期待する。

Ｄ．非戦略核兵器
１７．２００２年再検討会議での合意に基づき、
非戦略核兵器を保有するすべての国々
が、透明性を維持しつつ、それらの削減
のための諸措置をとることが肝要であ
る。非戦略核兵器の削減は、地域的およ
び国際的な安全保障、また核不拡散と
テロ防止にとって極めて重要である。加
えて、日本は、米国ならびにロシアが、１９
９１年－１９９２年の宣言どおり、両国の非戦
略核兵器を完全にかつ自発的に削減す
るというイニシアティブを履行し、またそ
れらのイニシアティブの履行状況に関す
るデータを提供するよう望む。

Ｅ．旧ソ連の非核化支援
１８．日本は、実際的で具体的なステップを一
歩一歩進んでいくことが、核兵器のない
平和で安全な世界を、可能な早期にお
いて実現するための唯一の方法であると
考える。よって、日本はこれまで以下のよう
な実際的な措置を積極的にとってきた。

１９．２００２年６月、日本は当面の措置として２億
ドル強の資金貢献をすると発表した。そ
のうち１億はロシアの余剰兵器プルトニウ
ムの処分計画に、残りは原子力潜水艦の
解体などのプロジェクトに充てられる。日
本は、すでにロシアに対して、液体放射
性廃棄物処理施設を供与した。日ロ両
国は、現在、ビクターⅢ級退役原潜の解
体プロジェクトを実施している。日ロ両国
の研究所による共同研究プログラムも、
約２０キログラムの兵器級プルトニウムの
処分に成功した。

（国際科学技術センター（ＩＳＴＣ））
２０．１９９２年、日本は、「国際科学技術センター
を設立する協定」に署名した。１９９４年３月
にロシアにＩＳＴＣ事務局が開かれてか
ら、日本は積極的にこのプロジェクトを支
援している。

Ｆ．報告
２１．２０００年再検討会議の最終文書で合意さ
れた１３項目の実際的措置の一項目であ
るＮＰＴ第６条の履行に関する報告をす
べての締約国が提出することは、核軍縮
に向けた重要な一歩である。日本は報
告の具体的方法が継続して議論される
べきであると考える。とりわけ、核兵器国
による核軍縮の履行の前進と将来の政策
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Ｔ批准をしないのか」と食い下がる姿勢
がない。４、５ページにあるように８～１２項
という長い部分をＣＴＢＴに割いている中
では、中途半端な姿勢という印象は拭え
ない。

ＮＡＣ
　ＮＡＣは、ＣＴＢＴ早期発効や核実験の
モラトリアム維持について、一通りの強調
はするが、特別の力点を置いていない。
日本の頑張りに期待する、次に述べる消
極的安全保証の問題と戦術核兵器削
減問題に焦点を置きたい、などの事情が
あるものと推定される。

   安全の保証

　前号で概説したように、２００５年再検討
会議に向けて、「安全の保証」問題が重
要な焦点になると思われる。それは２０００
年合意文の中に次の一文があるからで
ある。

　「本（再検討）会議は、核兵器の完全廃
棄が、核兵器の使用または威嚇を防止す
る唯一の絶対的な保証であることを再確
認する。会議は、５核兵器国による、ＮＰＴ
締約国である非核兵器国への法的拘束
力を持った安全の保証が、核不拡散体制
を強化することに同意する。会議は、準備
委員会に対して、この問題についての勧
告を２００５年再検討会議に提出することを
要請する。」（２０００年ＮＰＴ再検討会議・最
終文書第７条関連第２節）

　つまり、準備委員会は２００５年準備委
員会に対して「法的拘束力をもった安全
の保証」について勧告をしなければなら
ない。０４年の準備委員会がその作業を
行うことになる。
　最近のイラク戦争がそうであった通
り、米国は「生物・化学兵器の使用に対し
て核兵器による報復」を示唆してきた。こ
れは、１９９５年のＮＰＴ無期限延長に際し
て、核兵器国が与えた「ＮＰＴ加盟国で
ある非核兵器国には核攻撃やその威嚇

を行わない」という消極的安全保証（ＮＳ
Ａ）に反する言動である。このような言動
は、現在ＮＰＴに加盟せずに核兵器保有
の権利を主張する国に、その立場の正
当性を強めさせることになるし、ＮＰＴに
加盟している非核兵器国にも脱退→核
保有に向かわせる誘因となるものであ
る。
　しかし、米国は法的拘束力をもってＮ
ＳＡを与えることに強く抵抗してきた。した
がって０４年以降、この問題を巡る論争は
激化すると予想される。

ＮＡＣ
　これに備えてＮＡＣは「安全の保証」と
いう作業文書（７ページに抜粋訳）を提出
し、本格的取り組みをリードする方針を
とった。現在の核兵器の危険を防止し、
かつ核軍縮への環境を好転させる上で
高く評価すべき方針であると思われる。０
５年再検討会議に向かう際の焦点を明
確にする戦術的な意味でも重要である。

８ページへつづく

についての報告を確保することが必要で
ある。

ＩＩＩ．不拡散
Ａ．ＮＰＴとＩＡＥＡ保障措置への
  誓約の強化
２２．（ＩＡＥＡ保障措置と追加議定書の発効促
進）
２３．（ＩＡＥＡ追加議定書普遍化へ向けた日本
　　の取り組み）
２４．（ＩＡＥＡ保障措置に関する国際会議）
２５．（追加議定書普遍化の重要性）
２６．（先進的な原子力技術保有国の責任）
２７．（イラン）

Ｂ．ロシアの余剰兵器プルトニウムの
  管理と処分
２８．（余剰プルトニウムの危険性と日本の貢献）

Ｃ．輸出制限
２９．（国際的な輸出制限の枠組み）
３０．（日本のとり組み）
３１．（核物質の運搬手段の拡散防止）

Ｄ．核テロに対する措置
３２．（国際社会の協力の重要性）
３３．（核テロ対策におけるＩＡＥＡの役割）
３４．（追加議定書の役割）

ＩＶ．核エネルギーの平和利用
３５．（核エネルギーの平和利用の意義）
３６．（ＩＡＥＡ保障措置の遵守）
３７．（電力以外の分野での利用）
３８．（安全な放射性物質の運搬）

Ｖ．普遍性と不遵守

Ａ．普遍性
３９．（キューバ、インド、パキスタン、イスラエル）
４０．（東チモール）

Ｂ．不遵守
４１．ＮＰＴ遵守についての諸問題に関して、
日本にとっての強い懸念は北朝鮮のとっ
ている手段である。ＮＰＴのような多国間
軍縮条約の信頼性が侵食されることは、
いかなる締約国にとっても利益にならな
い、と日本は確信する。

４２．今日の国際社会は、安全保障問題に関
し、多くの不確定さ、困難さに直面してい
る。この中で、日本は、具体的行動によっ
て不確定さを減らし相互信頼を増幅さ
せながら国際社会に協力するという政治
的意志を示すよう、北朝鮮に対し強く要
請する。日本は、北朝鮮による核兵器の
開発、移転、取得、保有を容認することは
決してできない。日本は、北朝鮮に対し、
ＮＰＴに基づくすべての義務およびＩＡＥＡ
保障措置協定に基づく義務を遵守する
よう、また、核関連施設を再凍結し、すべ
ての核兵器プログラムを検証可能な、不
可逆的な方法で即時に廃棄するよう、強
く要請する。

４３．日本は、２００３年４月２３－２５日に北京で開
催された三者協議での中国の重要な役
割などを含めた、関係各国の努力を歓迎
する。現在、日本は、この会合の結果を注
意深く分析しているところである。日本
は、この問題が、日本や韓国といった関
係各国の早期参加の実現と合わせて、
多国間の枠組みの中で継続して対処さ

れるべきであると考える。（略）

４４．（イラク問題）

ＶＩ．非核地帯と消極的安全保証
Ａ．非核地帯
４５．日本は、地域の関係国間で自由意志に
よって達成された制度に基づいて、また、
そのような地帯の設立が地域の安定性
と安全保障に貢献するとの条件の下で、
非核地帯の設立を支持する。とりわけ、
日本は、中央アジア諸国が非核地帯を
設立する努力を行い、核テロの防止に貢
献していることを評価する。

４６．（中央アジア非核地帯）

Ｂ．消極的安全保証
４７．国連安保理決議９８４（１９９５年）および関
連する核兵器国の宣言に基づく、ＮＰＴの
非核兵器国に対する安全の保証に関し
て検討し議論することは重要である。こ
の観点から、日本は、消極的安全保証に
関する特別委員会を設立することを含
む作業プログラムがＣＤで合意されると
の意見を支持する。

ＶＩＩ．市民社会および将来の世代
　　との対話の強化
４８．（若手および市民社会からの支援、理解
の重要性）
４９．（軍縮・不拡散教育の重要性）
５０．（国連軍縮フェロー）
５１．（日本での毎年の軍縮会議）
５２．（ＮＧＯとの対話の重要性）

（訳：ピースデポ）●Ｍ
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１．序論（略）

２．観点
　ここでの論点は、ＮＰＴ締約国である非
核兵器国に法的拘束力のある安全の保証
を供与することであり、それによって、ＮＰＴ
に加盟することで核兵器オプションを自発
的に放棄した国に与えられるべき約束を履
行する、ということである。その他の場では
なく、ＮＰＴの枠組みの中で法的拘束力の
ある安全の保証について交渉することは、
非常に大きな利益を同条約の締約国に与
えることになり、それはＮＰＴに加盟していな
い国にとって誘因になると見られている。安
全の保証は、核兵器オプションを保留にし
ている国ではなく、核兵器オプションを放棄
した国に当然の権利として属するものであ
る。安全の保証は、核不拡散体制を強化
し、また、ＮＰＴの役割とその無期限延長を
強固にするであろう。

３．ＮＰＴの文脈における安全の保証
　非核兵器国に対する法的拘束力のある
安全保証は複雑な問題である。以下が、考
慮すべき重要な論点としてあげられる。

●安全保証を供与する国の特定
●安全保証が供与される国の特定
●供与される安全保証の性質と範囲
●法的拘束力のある、安全保証に関
する文書に含まれるべき要素

●どのような形式で安全保証が供与
されるのか

４．安全保証を供与する国の特定
　核兵器を保有し、ゆえに核兵器の使用ま
たは使用の威嚇をする能力を保持する法
的な立場にあるという意味において、安全
保証を供与する立場にある国は核兵器国
のみである。核不拡散条約第９条（３）は、核
兵器国を「・・・１９６７年１月１日前に核兵器そ
の他の核爆発装置を製造しかつ爆発させ
た国」と限定し、定義している。

５．安全保証が供与される
国の特定

　国連安保理決議９８４（１９９５）は、ＮＰＴに
加盟しているすべての非核兵器国が、安
全保証を受けるという正当な関心を持つこ
とを認めている。すべてのＮＰＴ非核兵器国
のこのような正当な関心は、各核兵器国に
よる安全の保証に関する声明（Ｓ／１９９５／
２６１、Ｓ／１９９５／２６２、Ｓ／１９９５／２６３、Ｓ／１
９９５／２６４、Ｓ／１９９５／２６５）によってさらに認
知されている。

６．供与される安全保証の

　性質と範囲
　（略）
　しかし、この点についての複雑な一つの
要素は、すべての非核兵器国が同様では
ないことである。多くのＮＰＴ加盟の非核兵
器国は、その防衛政策の不可欠の一部とし
て核兵器国の核能力に依存するような安
保体制／同盟の構成国である。（略）
　核兵器国による１９９５年の安全の保証に
は、さらなる条件を課しているものがある
（英国と米国）。つまり、供与される安全保証
は、供与される国が、ＮＰＴ下におけるその
国自身の不拡散と軍縮の義務に具体的に
違反している場合には、保証が適用されな
いと見なされる、と強調しているのである。
ここでいう「具体的な違反」とは、ＮＰＴ加盟
の非核兵器国が、条約に違反して核兵器
を獲得したり開発したりするような例に関す

ＮＰＴ／ＣＯＮＦ．２００５／ＰＣ．ＩＩ／ＷＰ．１１
２００５年ＮＰＴ再検討会議準備委員会

第２回　２００３年４月２８日－５月９日、ジュネーブ
２００３年５月１日

新アジェンダ連合作業文書「安全の保証」
（抜粋）

新アジェンダ連合（ＮＡＣ）：ブラジル、エジプト、アイルランド、メキシコ、ス
ウェーデン、南アフリカ、ニュージーランドを代表して、ニュージーランドが提出

資料３

前文（略）
第１条
１． この（議定書）（協定）の締約国である核
兵器国―ＮＰＴ条約の第９条（３）で定義さ
れている―は、同条約の締約国である
非核兵器国に対して、核兵器の使用また
は使用の威嚇をしないことを約束する。

２．この（議定書）（協定）の締約国は、ＮＰＴ
条約の締結国である非核兵器国が、核
兵器の使用による犠牲となった場合に
は、技術的、医療的、科学的または人道
的援助を求める犠牲国からの要請に応
えて、個別的または集団的に適当な措置
をとるよう加盟国に要請する。（国連安保
理決議９８４（１９９５）より）

第２条
１．この（議定書）（協定）の第１条（１）に関連
して供与される安全保証は、条約の第９
条（３）で定められた核兵器国によって供
与される。

２．第１条（１）に関連して安全の保証を受領
する国は、条約第２条の義務を遵守して
いる、条約の締約国である非核兵器国
である。（１９９５年４月の核兵器国による安
全保証に関する声明より）

３．第１条（１）に関連して供与される安全保
証は、核兵器国の領土、その軍もしくはそ
の他の部隊、同盟国またはその国が安

るものであると想定されている。（略）

７．法的拘束力のある、安全保証に
　関する文書に含まれるべき要素
　国際的に法的拘束力のある文書には、と
りわけ以下の要素が必要とされる。

●文書の主題である安全保証に関す
る概括的なステートメント

●安全保証を供与する国の特定
●安全保証が供与される国の特定
●文書によって供与される安全保証
の条件

●安全保証を受領している国が、核
兵器の使用や使用の脅威の対象
になった場合に、安保理によって執
行される強制手段に関する条項

８．安全の保証の供与の形式
　安全の保証は、ＮＰＴに関連した独自の
協定、もしくはＮＰＴ議定書の形で、国際的
に法的拘束力のある文書によって供与さ
れるべきである。核兵器国による宣言で充
分であるか、また、これらの保証は非核地
帯に関連してのみ与えられるべきであるか
という議論は妥当ではない。核兵器を熱望
しないという基本的な約束は、ＮＰＴの下で
すでになされている。したがって、安全の保
証はこの条約に関連して、もしくはその一部
として供与されるべきである。

９．（議定書）（協定）草案（略）

付属文書

不拡散条約の加盟国である非核兵器国に対する核兵器
の使用または使用の威嚇を禁止する（議定書）（協定）草案

全保障上の約束を行っている国に対す
る侵略またはその他の武力攻撃が、核
兵器国と連携し、または同盟して、当該
非核兵器国により実施され、または支援
される場合には、適用されない。（１９９５年
４月の核兵器国による安全保証に関する
声明より）

第３条
１．核兵器の使用もしくは使用の威嚇が行
われた場合、この（議定書）（協定）の締
約国は、国連安全保障理事会への協力
を約束する。安全保障理事会は、そのよ
うな行為または行動の事態においては、
国連憲章に従った措置を考慮する。（国
連安保理決議９８４（１９９５））

第４条（署名、批准、効力発生、留保。改正、
脱退についての締約国の権利。当該（議
定書）（協定）の検討）

第５条
１．この（議定書）（協定）のいかなる規定も、
非核地帯設立に関する協定や条約下に
あるどのような国の義務も制限したり減じ
たりするものではない。

第６条（寄託国）
（訳：ピースデポ）●Ｍ
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　ＮＡＣ作業文書は、ＮＰＴの議定書、あ
るいは別の協定という形で法的拘束力
を与える構想である。７ページにあるよう
に、ＮＡＣ作業文書には、その議定書／
協定の草案も添付されている。
　読んだ印象では、ＮＡＣは極めて慎重
なアプローチで、議論を起こそうとしてい
る。これまでの安保理決議や各国の声
明の文言を活用し論点の整理をした。
　現在の状況下で持ち出されると思わ
れる次の議論に対しては、踏み込んだ
見解を提示していない。
　それは、「ＮＰＴの加盟国であっても順
守に疑問のある国に対しては、適用外と
すべきである」という議論である。イラン、
北朝鮮などが念頭にある議論である。こ
れは「順守・不順守の判断」を誰がする
か、という問題につながる。
　ＮＡＣは、作業文書第６項でこの問題
を指摘している。その上で、ＮＰＴ遵守義
務を前提として、「安全の保証」義務を設

日  誌
２００３.５.６～５.２０

ＷＢ＝ホワイトビーチ
(作成:竹峰誠一郎、中原聖乃、中村桂子）

◇◇◆◇◇

次の人たちがこの号の発行に参加･協力しました。
秋山祐子(ピースデポ)､中村桂子（ピースデポ）、青柳絢子、小田原景子、竹峰誠一郎、津留佐和子、中原聖乃、中村和子、東山道、
梅林宏道

ＡＰＥＣ＝アジア太平洋経済協力会議
ＡＲＦ＝アセアン地域フォーラム
ＡＳＥＡＮ＝東南アジア諸国連合
ＣＴＢＴ＝包括的核実験禁止条約
ＥＵ＝欧州連合
ＮＡＣ＝新アジェンダ連合
ＮＡＭ＝非同盟運動
ＮＰＲ＝米国核態勢見直し
ＮＰＴ＝核不拡散条約
ＮＳＡ＝消極的安全保証

今号の略語

ピースデポの会員
になって下さい。

会員には、『モニター』と『会報』が郵送さ
れるほか、情報の利用にあたって優遇さ
れます。（会員種別、会費、手続について
は、お問い合わせ下さい。）『核兵器・核
実験モニター』の購読のみも可能です。

宛名ラベルメッセージについて
・会員番号（６桁）：会員の方に付いています。
・「（定）」：会員以外の定期購読者の方。
・「今号で誌代切れ、継続願います。」「誌代
切れ、継続願います。」：入会または定期購
読（年６，０００円）の更新をお願いします。
・メッセージなし：贈呈いたしますが、入会を
歓迎します。

ピースデポ電子メールアドレス
事務局＜office@peacedepot.org＞
梅林宏道＜CXJ15621@nifty.ne.jp＞
中村桂子＜nakamura@peacedepot.org＞

●５月６日　空母キティーホーク、横須賀へ帰還。
●５月７日　印のフェルナンデス国防相、国会演
説で「核兵器搭載可能な国産中距離ミサイル「ア
グニ１」と「アグニ２」を今年中に実戦配備」。
●５月８日　日本商社、核兵器に使用されるウラン
濃縮装置などに転用可能な「直流安定化電源装
置」の不正輸出で外為法違反容疑で捜索。
●５月８日　インド洋派遣中の海自艦「ときわ」、イ
ラク開戦前の２月２５日米空母キティーホークへ間
接的に燃料補給明らかに。
●５月８日　米上院軍事委、小型核兵器研究開発
の凍結解除、関連費用含む０４年度国防総省予算
可決。（本誌１８６・７号参照）
●５月９日　米英西、安保理に対イラク経済制裁
措置の解除を盛り込んだ決議案提出。１５日、１９日
に修正案を提示。
●５月９日　ＮＰＴ再検討準備委、議長総括採択し
閉幕、米、イランの核開発疑惑批判繰り返す。。
●５月１４日　衆院有事法制特別委、有事関連３法
案賛成多数で可決。１５日、衆院通過。
●５月１４日　韓国の盧武鉉大統領、ブッシュ米大
統領と初対談、北朝鮮の核問題「平和的解決」、
在韓米軍の移転・再配備などで一致。
●５月１４日　米下院軍事委、０４会計年度国防認
可法を審議。小型核兵器の研究認め、開発禁じる
「ファース・スプラット」条項の修正で合意。

●５月１５日　東京地裁、旧日本軍の毒ガスに対
する中国人被害訴訟判決、毒ガス遺棄の違法性
認定、賠償請求は棄却。

沖縄
●５月１５日　在沖海兵隊、米・タイ合同練習「コブ
ラ・ゴールド」に参加（～２９日）。
●５月７日　在日米海軍、沖縄近海で水中爆破訓
練（～１２日）を実施。直前の県への「中止」発表は
報道局担当官の「単純ミス」と釈明。　
●５月１１日　嘉手納基地所属Ｆ１５戦闘機、３回に
わたって同基地に緊急着陸。
●５月１２日　勝連町ＷＢに軍事演習タンデム・ス
ラスト２００３に参加のドック型揚陸艦フォート・マク
ヘンリーが寄港。１４日、出港。
●５月１３日　米軍嘉手納基地所属のＨＨ６０戦闘
救難ヘリ２機、渡名喜村と渡嘉村の無人島「神山
島」に相次いで緊急着陸。
●５月１３日　ラムズフェルド米国防長官、在沖米
軍トップのグレグソン四軍調整官（中将）を太平洋
海兵隊指令官に指名。後任は未定。
●５月１３日　勝連町ＷＢに強襲揚陸艦エセックス
が寄港。１４日、出港。
●５月１４日付　米軍、沖縄駐留の米海兵隊の定
期異動と除隊凍結措置の解除を発表。
●５月１６日　第３回日本・太平洋諸島フォーラム首
脳会議（太平洋・島サミット）開催（～１７日）。
●５月１５日　米軍、米比合同演習「バリカタン０３」
に参加の米軍機による下地島空港使用を県に申
請。県は自粛求める。（２２日に着陸）
●５月１９日　米軍キャンプ・ハンセン「レンジ４」付
近で火災。
●５月２０日　伊江島補助飛行場でパラシュート降
下訓練の米兵５人、基地外に落下。

定する、という論理で議定書／協定の草
案を作成している。これらの点は、今後
の論争点となってゆくであろう。

米国
　米国は、米国がＮＳＡに関する政策を
まったく変更していない、と防戦の構えを
見せている。したがって、法的拘束力を
持たせるアプローチに反対する積もりで
あろう。

　「ラムズフェルド国防長官もパウエル国
務長官も、米国の核兵器に関する宣言さ
れた政策に変更がないこと、また核兵器
使用のしきいを低くしてはいないことを、
公けに述べてきた。…消極的安全保証政
策に変更はない。」（『ＮＰＴ第６条に関する
米国の情報文書』。０３．５．１）

日本
　ＮＳＡに関する日本の政策は腰が引け
ている。明らかに、北朝鮮への核兵器使
用を確保しなければ、日本の安全が保

証できないという政策に立っているから
である。この問題は、日本政府の核兵器
廃絶論の思想に関わる問題である。日
本の作業文書の４７項（６ページ）のＮＳＡ
に関する節は、「法的拘束力」という言葉
を使うことすら避けていることが分かる
であろう。２００５年に向けて、この問題がク
ローズアップすること自身を避けようとし
ているように思われる。
　日本政府のこの点に関する考え方を
改めさせることは、日本の反核運動に
とって大きな課題ではないだろうか。

　今年のＮＰＴ準備委員会に関しては、
この他にも「戦術核兵器の削減」「余剰
核兵器物質の管理と処分（とくに「グロー
バル・パートナーシップ」）の問題」が、重要
であったと思う。別の機会に問題をフォ
ローしたい。（梅林宏道）

６ページからつづく
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